
 

食料安全保障と水田農業の振興に関する

基本条例（案） 

前文 

世界的な気候変動、国際紛争、感染症の流行等による国際物流の混乱は、食料を海

外に依存することの危うさを明らかにした。また、近年の米価の低迷、生産資材価格

の高騰、農業従事者の高齢化及び後継者不足は、本県の水田農業の持続可能性を

大きく揺るがしている。 

米は県民の生命と健康を支える基幹食料であるとともに、水田は洪水防止、地下水

の涵養、水質保全、生物多様性の保全、景観形成、地球温暖化の緩和など、多面的

かつ公益的な機能を有する県民共有の財産である。 

しかし、市場価格のみでは、これらの公益的価値や農業者の営農努力は十分に評価

されず、生産費を下回る価格が継続すれば、農業者の離農が進み、本県の食料供給

力は著しく低下するおそれがある。 

食料は市場原理のみに委ねられるべきものではなく、県民の生命、安全及び地域社

会を支える社会基盤である。 

よって、本県は、食料安全保障を県政の基本理念として位置付け、水田農業を将来

にわたり維持・発展させるとともに、農業者が再生産可能な価格及び所得の下で安

心して営農できる社会を実現するため、この条例を制定する。 

第 1 章 総則 

第 1 条（目的） 

この条例は、食料安全保障の確保、水田農業の持続的発展及び農業者の再生産可

能な経営の実現を図るため、県の責務並びに県、市町村、農業者、農業団体、事業



者及び県民の役割を明らかにするとともに、必要な施策を総合的かつ計画的に推進

することを目的とする。 

第 2 条（基本理念） 

施策は、次の理念に基づき推進する。 

一 食料は生命を支える公共財であり、その安定供給は県政の最も重要な責務の一

つである。 

二 米は本県の食料安全保障を支える基幹作物であり、水田農業を維持・発展させ

る。 

三 水田は県土保全、防災、地下水涵養、生物多様性の保全及び地球環境の保全

に資する社会資本である。 

四 農業者が将来にわたり営農を継続できるよう、再生産可能な価格及び所得の確

保を施策の基本目標とする。 

五 家族農業、集落営農及び農業法人など多様な担い手の発展を支援する。 

六 食料自給力の向上は県、市町村、農業者、事業者及び県民が協働して取り組

む。 

七 県は、食料を市場原理のみに委ねることなく、食料安全保障の観点から必要な施

策を推進する。 

第 2 章 県の責務 

第 3 条（県の責務） 

県は、本条例の理念を県政の基本に据え、食料安全保障及び水田農業の維持を重

要政策として推進する。 

県は、市町村及び関係団体との連携を図り、必要な財政上及び技術上の措置を講ず

るよう努める。 



第 3 章 基本施策 

第 4 条（食料安全保障基本計画） 

県は、おおむね五年ごとに「食料安全保障・水田農業振興基本計画」を策定する。 

計画には次の事項を定める。 

一 食料供給力向上目標 

二 水田面積維持目標 

三 米生産目標 

四 担い手及び後継者育成 

五 地産地消及び県産米利用 

六 気候変動及び災害対策 

七 価格急落時の対応 

第 5 条（再生産可能な価格及び所得の確保） 

県は、農業者が継続して営農できるよう、生産費を考慮した再生産可能な価格及び

所得の確保を施策の基本目標とする。 

市場価格が再生産可能な水準を著しく下回り、農業経営の継続が困難となるおそれ

がある場合には、県は必要な支援措置を講ずるとともに、国に対し制度改善を求める

ものとする。 

県は、生産費、米価、農業所得その他必要な指標を毎年公表する。 

第 6 条（水田の公益的機能の保全） 



県は、水田が有する多面的機能を維持するため、農地、水路、農業用施設及び地域

共同活動への支援を行う。 

第 7 条（担い手及び後継者の育成） 

県は、新規就農、親元就農、第三者継承、女性農業者及び青年農業者への支援並

びに農業機械の共同利用を推進する。 

第 8 条（県産農産物の利用促進） 

県は、市町村と連携し、学校給食、病院、福祉施設その他公共施設における県産米

及び県産農産物の利用拡大を推進する。 

第 9 条（価格急落時の緊急対策） 

米価の急落その他農業経営に重大な影響が生じると認めるときは、県は速やかに必

要な緊急支援を実施する。 

第 4 章 食料安全保障の監視及び評価 

第 10 条（食料安全保障白書） 

知事は毎年度、「県食料安全保障白書」を作成し、公表する。 

白書には、食料自給力、水田面積、農業所得、米価、生産費、担い手数、離農状況、

耕作放棄地の状況及び施策の実施状況を掲載する。 

第 11 条（食料安全保障警報） 

知事は、次のいずれかに該当すると認める場合には、「食料安全保障警報」を発表す

ることができる。 

一 米価が再生産可能な水準を著しく下回る状態が継続したとき 



二 担い手の急激な減少により食料供給力の低下が見込まれるとき 

三 自然災害、感染症その他の事由により食料供給に重大な支障が生じるおそれが

あるとき 

知事は、警報を発表した場合には、速やかに必要な対策を講ずるものとする。 

第 5 章 国等との連携 

第 12 条（国への政策提言） 

県は、食料安全保障及び水田農業の維持を図るため、国に対し、次の事項を積極的

に提言するものとする。 

一 再生産可能な価格及び所得を確保する制度の確立 

二 水田の多面的機能に対する十分な財政支援 

三 食料自給率及び食料自給力の向上 

四 農業予算及び農業基盤整備予算の充実 

五 地方自治体の独自施策に対する財政支援 

第 13 条（市町村との連携） 

県は、市町村と連携し、地域の実情に応じた食料安全保障及び水田農業振興施策を

推進する。 

第 6 章 推進体制 

第 14 条（食料安全保障推進会議） 



県は、農業者、消費者、学識経験者、市町村、農業団体及び関係行政機関で構成す

る「食料安全保障推進会議」を設置し、条例の実施状況を毎年検証する。 

第 15 条（見直し） 

県は、おおむね 5 年ごとに条例及び施策の検証を行い、必要な見直しを行う。 
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